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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

３．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。 

回次 
第49期 

第３四半期連結
累計期間 

第49期 
第３四半期連結

会計期間 
第48期 

会計期間 

自平成21年 
１月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成21年 
７月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成20年 
１月１日 

至平成20年 
12月31日 

売上高（千円） 22,458,538 8,056,199 32,138,051 

経常利益（千円） 5,488,904 2,032,892 7,375,064 

四半期（当期）純利益（千円） 3,993,428 1,417,351 5,194,280 

純資産額（千円） － 35,486,804 32,008,249 

総資産額（千円） － 43,277,892 39,197,107 

１株当たり純資産額（円） － 690.24 622.43 

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
77.67 27.57 100.99 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
－ － － 

自己資本比率（％） － 82.0 81.7 

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
7,770,546 － 9,330,584 

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
885,801 － △1,195,658 

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△501,137 － △520,093 

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
－ 23,670,915 15,515,704 

従業員数（人） － 1,767 1,763 



２【事業の内容】 

 当第３四半期連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について重要な変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

（注）従業員数は就業人員であります。 

(2）提出会社の状況 

（注）従業員数は就業人員であります。 

平成21年９月30日現在

従業員数（人） 1,767   

平成21年９月30日現在

従業員数（人） 1,767   



第２【事業の状況】 

１【生産、受注及び販売の状況】 

 当社グループは、単一セグメントであるため、品目別ごとの生産・受注及び販売の状況を記載しております。 

(1）生産実績 

 （注）１ 金額は販売価額の平均単価によっております。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）商品仕入実績 

 （注）１ 品目のうち「店舗設備工事」は、店舗設計・設備機器を総合的に受注したもののうちクロス及びタイル貼り

等の内装工事を施工業者に委託する際に発生する費用であります。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）受注実績 

当社グループは原則として受注生産は行っておりません。 

区分 
当第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日  
 至 平成21年９月30日) 

厨房用縦型冷凍冷蔵庫（千円） 2,087,314 

店舗用縦型ショーケース（千円） 1,084,789 

横型冷凍冷蔵庫（千円） 214,734 

製氷機（千円） 396,540 

合計 3,783,377 

区分 
当第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日  
 至 平成21年９月30日) 

店舗設備機器（千円） 262,681 

厨房設備機器（千円） 332,471 

店舗設備工事（千円） 5,110 

合計 600,262 



(4）販売実績 

 （注）１ 品目のうち「店舗設備工事」は、店舗設計・設備機器を総合的に受注したもののうちクロス及びタイル貼り

等の内装工事の販売金額であります。 

２ 総販売実績に占める割合が10％以上である販売先は、該当ありません。 

３ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２【事業等のリスク】 

 当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

３【経営上の重要な契約等】 

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

  （１）業績の状況 

 当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、輸出の持ち直し、在庫調整の進展等から一部の産業に改善の兆

しが見られたものの、設備投資の減少、雇用・所得環境の悪化が継続するなど、引き続き厳しい状況で推移いたしま

した。 

 当社グループを取り巻く環境につきましては、主要取引業種の外食産業にあっては、消費者の生活防衛意識の一層

の高まりから外食控えの状況が継続し、食品業界や一般小売業等にあっても、価格競争が一層激化する状況が続くな

ど、引き続き厳しい経営環境にありました。 

 このような状況のなかで、当社グループは、競争優位性を高めるべく、環境に配慮した製品の開発、コスト競争力

の強化、営業体制の強化を推進しつつ、既存顧客との相互信頼関係の構築、新規顧客の開拓、サービス体制の充実に

取り組み、業績の維持向上に努めてまいりました。 

 当第３四半期連結会計期間における売上高は8,056百万円、営業利益2,019百万円、経常利益2,032百万円、四半期

純利益1,417百万円となりました。 

（２）キャッシュ・フローの状況 

 当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第２四半期連結会計期間末

と比べて237百万円減少し、23,670百万円となりました。 

 これは、営業活動により得た資金を、短期借入金の返済による支出（2,500百万円）等の財務活動や投資活動によ

り支出した資金が上回ったためであります。 

区分 
当第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日  
 至 平成21年９月30日) 

製品   

厨房用縦型冷凍冷蔵庫（千円） 1,967,636 

店舗用縦型ショーケース（千円） 1,654,941 

横型冷凍冷蔵庫（千円） 506,229 

製氷機（千円） 718,434 

小計 4,847,242 

商品   

店舗設備機器（千円） 594,281 

厨房設備機器（千円） 427,792 

店舗設備工事（千円） 5,380 

小計 1,027,454 

点検・修理（千円） 761,607 

リース料収入等（千円） 1,419,894 

合計 8,056,199 



 当第３四半期連結会計期間における各キャッシュフローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動により得られた資金は、2,509百万円となりました。これは主に、税金等調整前四半期純利益2,032百万

円、たな卸資産の減少額324百万円、売上債権の減少額198百万円等によるものであります。 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動により支出した資金は、5百万円となりました。これは主に、定期預金の預入による支出1,000百万円、

有形固定資産の取得による支出4百万円、無形固定資産の取得による支出3百万円等が、定期預金の払戻による収入

1,000百万円等を上回ったことによるためであります。 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動により支出した資金は、2,741百万円となりました。これは主に、短期借入金の返済による支出2,500百

万円、配当金の支払額240百万円等によるものであります。 

  

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題  

 当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

（４）研究開発活動 

 当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、１百万円であります。 

 なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 



第３【設備の状況】 
(1）主要な設備の状況 

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。  

  



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（２）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

（３）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 84,000,000 

計 84,000,000 

種類 
第３四半期会計期間
末現在発行数（株） 
(平成21年９月30日) 

提出日現在発行数
（株） 
(平成21年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 51,717,215 51,717,215 

東京証券取引所 

（市場第一部） 

大阪証券取引所 

（市場第一部） 

単元株式数 1,000株 

計 51,717,215 51,717,215 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（千株） 

発行済株式総
数残高 

（千株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成21年７月１日～ 

平成21年９月30日 
－ 51,717 － 9,907,039 － 9,867,880 



（５）【大株主の状況】 

 当第３四半期会計期間において、バークレイズ・グローバル・インベスターズ株式会社及びその共同保有者

であるバークレイズ・グローバル・インベスターズ、エヌ・エイ及びバークレイズ・グローバル・インベスタ

ーズ・リミテッドから平成21年８月27日付で関東財務局長に提出された大量保有報告書の変更報告書により、

平成21年８月24日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、株主名簿の記載内容が確認

できないため、当社として当第３四半期会計期間末における実質所有株式数の確認ができておりません。 

 なお、大量保有報告書の変更報告書の内容は以下のとおりであります。 

（６）【議決権の状況】 

 当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することができま

せんので、直前の基準日である平成21年６月30日現在の株主名簿の記載に基づいております。 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株（議決権２個）含

まれております。 

②【自己株式等】 

 （注） 当第３四半期会計期間末日現在の自己株式数は305,018株であります。 

氏名又は名称 住所 
保有株券等の数 

（千株） 
株券等保有割合 

（％） 

バークレイズ・グ

ローバル・インベ

スターズ株式会社 

東京都千代田区丸の内１丁目８番３

号 
1,882 3.64 

バークレイズ・グ

ローバル・インベ

スターズ、エヌ・

エイ 

米国カリフォルニア州サンフランシ

スコ市ハワード・ストリート４００ 
456 0.88 

バークレイズ・グ

ローバル・インベ

スターズ・リミテ

ッド 

英国ロンドン市ロイヤル・ミント・

コート１ 
148 0.29 

平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式   303,000 
－ 単元株式数 1,000株 

完全議決権株式（その他） 普通株式 50,916,000 50,916 同上 

単元未満株式 普通株式   498,215 － － 

発行済株式総数 51,717,215 － － 

総株主の議決権 － 50,916 － 

平成21年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

大和冷機工業株式会社 

大阪市天王寺区小橋

町3－13 
303,000 －  303,000 0.59 

計 － 303,000 －  303,000 0.59 



２【株価の推移】 

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日以後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

（１）新任役員  

該当事項はありません。 

（２）退任役員 

該当事項はありません。 

（３）役職の異動 

月別 
平成21年 
１月 

  
２月 

  
３月 

  
４月 

  
５月 

  
６月 

  
７月 

  
８月 

  
９月 

最高（円） 314 308 370 364 396 459 460 514 536 

最低（円） 273 284 286 325 329 396 405 417 487 

新役職名及び職名 旧役職名及び職名 氏名 異動年月日 

常務取締役 

常務執行役員 

（法人担当兼製商品担当） 

常務取締役 

常務執行役員 

（製商品担当） 

小野 文男 平成21年６月１日 

常務取締役 

常務執行役員 

（法人企画本部長兼地区法

人営業本部長） 

常務取締役 

常務執行役員 

（法人担当） 

工藤 哲郎 平成21年６月１日 

取締役 

執行役員 

（法人企画本部長兼地区法

人営業本部長） 

常務取締役 

常務執行役員 

（法人企画本部長兼地区法

人営業本部長） 

工藤 哲郎 平成21年６月６日 

取締役 

執行役員 

（地区法人営業本部長） 

取締役 

執行役員 

（法人企画本部長兼地区法

人営業本部長） 

工藤 哲郎 平成21年10月10日 



第５【経理の状況】 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、当連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年１月１日から平成21年３月31日まで）から、「財務諸

表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附

則第７条第１項第５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成21年７月１日から

平成21年９月30日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

 なお、監査法人トーマツは監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日をもって有限責任監査法人トーマツと

なっております。 



１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 24,670,915 17,015,704

受取手形及び売掛金 3,359,025 4,108,987

リース投資資産 ※2  2,123,083 －

商品及び製品 1,195,454 1,317,391

仕掛品 254,827 250,015

原材料及び貯蔵品 385,245 369,540

点検修理用部品 278,962 242,901

その他 804,728 865,065

貸倒引当金 △55,262 △88,232

流動資産合計 33,016,980 24,081,374

固定資産   

有形固定資産 ※1  7,026,522 ※1  10,919,998

無形固定資産 109,981 131,809

投資その他の資産   

投資有価証券 590,924 586,803

その他 2,756,667 3,651,763

貸倒引当金 △223,182 △174,642

投資その他の資産合計 3,124,408 4,063,925

固定資産合計 10,260,912 15,115,733

資産合計 43,277,892 39,197,107

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,467,168 2,556,285

未払法人税等 859,098 316,392

賞与引当金 488,224 130,418

その他の引当金 135,497 148,685

その他 1,815,999 2,075,476

流動負債合計 5,765,988 5,227,257

固定負債   

退職給付引当金 1,061,094 1,006,978

役員退職慰労引当金 934,555 912,763

その他 29,450 41,859

固定負債合計 2,025,099 1,961,601

負債合計 7,791,088 7,188,858



（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年12月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 9,907,039 9,907,039

資本剰余金 9,867,880 9,867,880

利益剰余金 15,879,472 12,400,235

自己株式 △173,193 △168,868

株主資本合計 35,481,198 32,006,286

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 5,605 1,962

評価・換算差額等合計 5,605 1,962

純資産合計 35,486,804 32,008,249

負債純資産合計 43,277,892 39,197,107



（２）【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年９月30日) 

売上高 22,458,538

売上原価 8,959,291

売上総利益 13,499,247

販売費及び一般管理費 ※1, ※2  8,053,590

営業利益 5,445,656

営業外収益  

受取利息 28,836

受取配当金 1,306

スクラップ売却収入 30,780

その他 74,870

営業外収益合計 135,794

営業外費用  

スクラップ処分費 52,690

その他 39,854

営業外費用合計 92,545

経常利益 5,488,904

特別利益  

貸倒引当金戻入額 1,895

特別利益合計 1,895

特別損失  

固定資産売却損 ※3  876

固定資産除却損 ※4  1,196

特別損失合計 2,072

税金等調整前四半期純利益 5,488,728

法人税、住民税及び事業税 1,281,762

法人税等調整額 213,537

法人税等合計 1,495,299

四半期純利益 3,993,428



【第３四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日) 

売上高 8,056,199

売上原価 3,285,027

売上総利益 4,771,171

販売費及び一般管理費 ※1, ※2  2,751,860

営業利益 2,019,311

営業外収益  

受取利息 10,142

スクラップ売却収入 12,824

その他 22,411

営業外収益合計 45,378

営業外費用  

スクラップ処分費 21,169

その他 10,627

営業外費用合計 31,797

経常利益 2,032,892

特別利益  

貸倒引当金戻入額 127

特別利益合計 127

特別損失  

固定資産除却損 ※3  171

特別損失合計 171

税金等調整前四半期純利益 2,032,848

法人税、住民税及び事業税 408,617

法人税等調整額 206,880

法人税等合計 615,497

四半期純利益 1,417,351



（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 5,488,728

減価償却費 523,989

貸倒引当金の増減額（△は減少） 15,571

賞与引当金の増減額（△は減少） 357,806

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △3,800

製品保証引当金の増減額（△は減少） △9,388

退職給付引当金の増減額（△は減少） 54,115

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 21,792

受取利息及び受取配当金 △30,143

支払利息 7,806

固定資産売却損益（△は益） 876

固定資産除却損 1,196

売上債権の増減額（△は増加） 744,918

リース投資資産の増減額（△は増加） 1,336,916

たな卸資産の増減額（△は増加） 65,359

仕入債務の増減額（△は減少） △89,117

その他 △117,575

小計 8,369,053

利息及び配当金の受取額 30,011

利息の支払額 △7,806

法人税等の支払額 △744,485

法人税等の還付額 123,774

営業活動によるキャッシュ・フロー 7,770,546

投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の預入による支出 △2,000,000

定期預金の払戻による収入 3,000,000

有形固定資産の取得による支出 △99,410

有形固定資産の売却による収入 102

無形固定資産の取得による支出 △20,210

その他 5,319

投資活動によるキャッシュ・フロー 885,801

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入れによる収入 2,500,000

短期借入金の返済による支出 △2,500,000

自己株式の取得による支出 △4,324

配当金の支払額 △496,812

財務活動によるキャッシュ・フロー △501,137

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 8,155,211

現金及び現金同等物の期首残高 15,515,704

現金及び現金同等物の四半期末残高 23,670,915



【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

【簡便な会計処理】 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

該当事項はありません。 

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年９月30日） 

１．会計処理基準に関する事

項の変更 

（１）「棚卸資産の評価に関する会計基準」の適用 

 当連結会計年度の第１四半期連結会計期間から平成18年７月５日公表の「棚

卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会 企業会計基準第９

号）を適用し、評価基準については原価法から原価法（収益性の低下による簿

価切下げの方法）に変更しております。 

 なお、これによる損益に与える影響は軽微であります。 

（２）「リース取引に関する会計基準」の適用 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっておりましたが、「リース取引に関する会計基

準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、

平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会

計制度委員会）、平成19年３月30日改正））が平成20年４月１日以後開始する

連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用することができることになっ

たことに伴い、当連結会計年度の第１四半期連結会計期間からこれらの会計基

準等を早期適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ます。 

（貸手側） 

 リース取引開始日が会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナン

ス・リース取引については、会計基準適用初年度の前連結会計年度末における

固定資産の適正な帳簿価額（減価償却累計額控除後）をリース投資資産の期首

の価額として計上しており、会計基準適用後の残存期間においては、利息相当

額の総額をリース期間中の各期に定額で配分しております。 

 この変更による損益に与える影響はありません。 

 なお、リース取引開始日が会計基準適用初年度開始の日以降の所有権移転外

ファイナンス・リース取引はありません。 

（借手側） 

 リース取引開始日が会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナン

ス・リース取引については、引き続き、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理を適用しております。 

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年９月30日） 

１．一般債権の貸倒見積高の

算定方法 

 当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定した

ものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率を

使用して貸倒見積高を算定しております。 

２．棚卸資産の評価方法  当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略

し、当第２四半期連結会計期間末の実地棚卸高を基礎として算定しておりま

す。 

３．固定資産の減価償却費の

算定方法 

 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額

を期間按分して算定しております。 

４．法人税等並びに繰延税金

資産及び繰延税金負債の算

定方法 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度以降に経営環

境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるため、前

連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利

用する方法によっております。 



【追加情報】 

【注記事項】 

（四半期連結貸借対照表関係） 

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年９月30日） 

有形固定資産の耐用年数の変更  当社グループの機械装置については、法人税法の改正を契機に、当連結会計

年度の第１四半期連結会計期間より耐用年数の見直しを実施しました。 

 これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調

整前四半期純利益は、それぞれ75,740千円減少しております。 

当第３四半期連結会計期間末 
（平成21年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成20年12月31日） 

※２ 資産の金額から直接控除している見積処分損相当

額 

 リース取引開始日が平成20年12月31日以前の所有

権移転外ファイナンス・リース取引において、顧客

の事故等のために将来のリース債権の回収が困難と

見込まれるリース投資資産の見積処分損相当額につ

いて、四半期末リース投資資産残高に過去の処分損

の実績等を加味した比率を乗じて金額を算定し、計

上しております。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 11,373,457千円 

リース投資資産 93,381千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 19,398,409千円 



（四半期連結損益計算書関係） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年９月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主な費用及び金額 

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費 

 ※３ 固定資産売却損の内訳 

※４ 固定資産除却損の内訳 

広告宣伝費 41,697千円 

運賃・倉庫料 792,292千円 

製品保証引当金繰入額 124,997千円 

報酬・給与手当 3,705,865千円 

福利厚生費 571,699千円 

賞与引当金繰入額 406,184千円 

役員賞与引当金繰入額 10,500千円 

退職給付費用 127,122千円 

役員退職慰労引当金繰入額 28,136千円 

  6,321千円 

工具器具及び備品 876千円 

建物及び構築物 8千円 

機械装置及び運搬具 38千円 

工具器具及び備品 1,148千円 

  計 1,196千円 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主な費用及び金額 

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費 

※３ 固定資産除却損の内訳 

広告宣伝費 12,961千円 

運賃・倉庫料 300,591千円 

製品保証引当金繰入額 17,034千円 

報酬・給与手当 1,124,121千円 

福利厚生費 195,451千円 

賞与引当金繰入額 283,760千円 

役員賞与引当金繰入額 3,500千円 

退職給付費用 41,415千円 

役員退職慰労引当金繰入額 9,185千円 

  1,914千円 

建物及び構築物 8千円 

機械装置及び運搬具 35千円 

工具器具及び備品 127千円 

  計 171千円 



（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（株主資本等関係） 

当第３四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成21年１月１日 至

平成21年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２．新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

①平成21年２月20日開催の取締役会において次のとおり決議しております。 

・普通株式の配当に関する事項 

②平成21年８月11日開催の取締役会において次のとおり決議しております。 

・普通株式の配当に関する事項 

（２）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間末後となるもの 

該当事項はありません。 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年９月30日） 

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

現金及び預金勘定   24,670,915 千円

預入期間が３か月を超える

定期預金 
  △1,000,000 千円

現金及び現金同等物   23,670,915 千円

 
発行済株式の種類 自己株式の種類 

普通株式 普通株式 

当第３四半期連

結会計期間末株

式数  

51,717,215株 305,018株

 配当金の総額 257,122千円

 1株当たりの配当額 5円00銭

 基準日  平成20年12月31日

 効力発生日  平成21年３月30日

 配当の原資 利益剰余金

 配当金の総額 257,069千円

 1株当たりの配当額 5円00銭

 基準日  平成21年６月30日

 効力発生日  平成21年９月10日

 配当の原資 利益剰余金



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

当第３四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日）及び当第３四半期連結累計期間

（自 平成21年１月１日 至 平成21年９月30日） 

 当社グループの主たる事業は、業務用冷凍・冷蔵庫、ショーケース、製氷機の製造販売、店舗厨房用冷熱器

等の商品仕入、販売並びに当該製品・商品の点検・修理でありますが、これら冷凍冷蔵冷熱機器に係る事業は

取扱製品・商品の種類・性質・販売市場等が類似した単一事業であり、当該事業以外に事業の種類がないため

該当事項はありません。 

【所在地別セグメント情報】 

当第３四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日）及び当第３四半期連結累計期間

（自 平成21年１月１日 至 平成21年９月30日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

当第３四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日）及び当第３四半期連結累計期間

（自 平成21年１月１日 至 平成21年９月30日） 

 海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

（有価証券関係） 

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はありま

せん。 

（デリバティブ取引関係） 

該当事項はありません。 

（ストック・オプション等関係） 

該当事項はありません。 

（１株当たり情報） 

１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額 

 （注）１ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

当第３四半期連結会計期間末 
（平成21年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成20年12月31日） 

１株当たり純資産額 690.24円 １株当たり純資産額 622.43円

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 77.67円 １株当たり四半期純利益金額 27.57円

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

四半期純利益（千円） 3,993,428 1,417,351 

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― 

普通株式に係る四半期純利益（千円） 3,993,428 1,417,351 

期中平均株式数（株） 51,417,297 51,413,162 



（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

（リース取引関係） 

該当事項はありません。  

２【その他】 

平成21年８月11日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

（注）平成21年６月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し支払いを行います。 

  

(イ)中間配当による配当金の総額 257,069千円

(ロ)1株当たりの金額 5円00銭

(ハ)支払請求の効力発生日および支払開始日 平成21年９月10日



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



  独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成21年11月４日

大和冷機工業株式会社 

取締役会 御中 

  有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 川﨑 洋文  ㊞ 

 
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 森村 圭志  ㊞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大和冷機工業株

式会社の平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年７月１日から

平成21年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について

四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、大和冷機工業株式会社及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政

状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

    ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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